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環境問題とは何かという問いに対して端的に答えるならば、人間活動によるものであって、自然
環境に影響を及ぼしその状態を変化させ、結果として人間の生活の質、健康、ひいては人類の存続
に悪影響を及ぼすと考えられる諸問題ということができるのではないだろうか。環境問題における
「人間活動と自然環境の関係」とは、突き詰めれば人聞社会と自然環境とのモノのやり取りに帰着
する。自然環境からモノを取りすぎてしまったために今後はそれまでのようにモノが取れなくなっ
てしまうことが懸念される問題が「資源・エネルギー枯渇問題」であり、自然環境へモノを排出し
すぎたことで顕在化している問題が「地球温暖化問題」や「大気汚染問題」であるといえるだろう。
この中で、地球温暖化問題は世界全体が取り組まなければならない環境問題であるが、 2011年現
在、京都議定書の第 l 約束期間後の国際的な枠組みがまだ合意されていない。このような状況下、
温室効果ガスの主要排出国である中国は、現在のところ、排出量の削減義務を負っておらず、中国
の各産業部門に対して温室効果ガス排出削減に寄与する環境政策が求められている。
地球温暖化などの気候変動に対する対策、更には、省エネルギー対策の観点から重要性の高い産
業部門のーっとしてセメント産業が挙げられる。セメント産業の特徴は、第一に、原料のセメント
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は、建築資材や道路等の社会インフラに用いられ、経済活動に不可欠な素材の一つである。先進国
における市場は成熟段階にあるものの、経済発展が進む中園、インド等を中心として、世界的なセ
メント需要は今後急速に増大することが予想される。世界全体における 2006年のセメント生産量は
およそ 25億4，000万トンであり、世界のセメント生産のおよそ 5 割を中国が占めている。第二に、
セメント産業は他の素材産業と同様に、製造工程に膨大な熱エネノレギーを必要とするエネノレギー多
消費産業である。セメント産業では、生産に必要なエネノレギーの大量消費によって温室効果ガスで
ある二酸化炭素が排出されると同時に、製造工程に伴う化学反応によっても二酸化炭素が発生す
る。これら両者を合わせると、セメント産業は、温室効果ガスの大規模排出源のーっとなる。第三
に、各国のセメント生産におけるエネノレギ一利用効率には大きなばらつきが見られることである。
セメント産業は、基本的には、生産がその消費地近郊で行われる“地産地消型"産業である。セメ
ントは重量が大きいため、工場からの輸送距離の多くは半径200~300km の範囲内であるといわれ、
各国のセメント輸出入量の合計は、世界のセメント生産の 6%程度といわれている。今後、セメン
ト需要の増大が見込まれるのはアジアやロシア、東欧等の新興経済国であり、これらの国々のセメ
ント生産においては、最新技術を備えた外資系企業が進出している一方、ローカノレな企業のシェア
も依然高くエネルギー効率が相対的に劣る生産設備が多く稼動している。セメント産業においては、
セメント生産のエネルギー利用効率をこれらの国々で高めることを始めとして、世界規模での高エ
ネノレギ一利用効率を追求することが、気候変動対策の枠組構築に資する重要な課題である。
2. 研究の目的と方法
本研究では、中国におけるセメント産業の環境負荷削減の可能性に着目し、時系列的に中国全体
(2000年~2008年)及び31行政区別のセメント生産の環境負荷を定量化し、更に環境影響評価を行
う。この部分で用いた研究方法は、ライフサイクノレアセスメント (LCA) 及びオランダのライデ
ン大学が開発した CML (Institute of Environmental Sciences of Leiden University、ライデン大学
環境科学センター)手法である。
次に、中国セメント産業の二酸化炭素の排出削減を研究対象とする。まず、中国全体の温室効果
ガスの過去、現在の排出実績及び将来の排出予測に基づいた温室効果ガスの排出傾向を把握する。
吏に、現在第 l 約束期間中において、途上国と見なされた中国に関わる唯一の京都メカニズ、ムであ
るクリーン開発メカニズム (CDM) の課題に着目し、政策的・技術的・体制的の様々な面から企
業レベノレと国レベノレの CDM 事業の発展の現状と問題点を評価し、ポスト京都議定書時代を見据え
て、 CDM を補完するセクター別アプローチ手法のメリットや同手法を活用する必要性と可能性を
述べながら、中国セメント政策の決定者に2020年の中国セメント産業の回全体と行政区別の CO2原
単位の将来的な削減目標設定に参考値を提供する。具体的な研究方法として、 2011年 6 月 1 日時点
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の中国セメント産業に関わる 51件の CDM プロジェクトのプロジェクト設計文書 (PDD) を収集
し、 CDM プロジ、ェクトの問題点を分析する。更に、中国セメント協会、日本セメント協会、中国
セメント工場、新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO) などから生産データ及び技術資料
を収集し、 2020年の CO2削減ポテンシヤノレを試算する。
最後に、各章の結論をまとめたうえで、今後の中国セメント産業による温暖化抑制戦略の方向性
及び望ましい産業モテ、ノレの構築について提案する。
3. 先行研究と本研究の独創性・新規性
セメント産業の環境負荷定量分析の先行研究としては、 Josa らによる EU 諸国のセメント産業
の LCA 分析があり、この中で彼らは CO2、 NOx' S02及び、粒子状物質 (PM) のライフサイクノレイ
ンベントリ分析とインパクト評価を行った。佐野は1998年における日本のセメント製造の環境影響
評価を行った。また、 Humphreys らは世界各国のセメント産業の2000年における CO2排出原単位
を推計したが、当時の解析は急激な変化を遂げている中国セメント業の現況とは異なる。劉らは
1998年までの中国セメント・コンクリート産業の LCA を行った。また、呉らは2004年、菱らは
2008年の中国セメント産業の全国レベルの LCA を行った。しかし、いずれも日本や EU の LCA
データベースを利用したものである。しかも単年の環境負荷評価であり、中国セメント産業の経年
環境負荷の状況変化を把握していない。また、中国セメント業の CO2、 NOx' S02及び、 PM 排出を
詳細に定量分析した研究があるが、対象事例は少なく、中国のセメント業のライフサイクノレにおけ
る環境負荷の定量化と影響評価分析について地域別や経年動向の分析も行われていない。
中国セメント産業の CDM に関する研究としては、中国合肥工業大学の何は、セメント工場の
データに基づいて CO2排出量を試算したが、 CDM のプロジェクト種別の問題分析や追加性・ベー
スライン設定などの議論はほとんどない。北京工業大学の劉は、華北地域の廃熱回収発電の問題を
研究したが、廃棄物利用分野の CDM に関する技術と政策の問題に触れていない。また、この二つ
の研究とも CDM の PDD のデータ解析を行っておらず、将来的な中国の CO2削減ポテンシヤノレや
CDM の代替案を全く検討していない。つまり、利用可能なすべての適用技術を系統的にまとめた
研究が存在していないのが現状である。
本研究は、以上のような中国セメント産業に関する LCA や CDM の研究の問題点を踏まえて、
中国セメント産業のインベントリデータベースを構築しながら、更に環境影響評価をする。最後に、
CO2削減技術や政策の障壁を分析し、今後の合理的な低炭素発展モデルを提案し、問題解決に資す
る知見を得ることを目指すものである。
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4. 研究の構成と結論
本論文は全部で 9 章からなる。構成を図 1 に示す。
第 2 章では、中国セメント産業における生産形態と発展現状を概括し、セメント生産プロセス、
中国セメントの分類、中国セメント産業発展の歴史、現状と将来の予測を示したうえ、中国セメン
ト産業全般に内在する諸問題について論点・知見を整理した。
第 3 章では、中国セメント産業の資源とエネルギーの消費を調査したうえ、その大量消費による
環境問題 (C02、 S02、 NOx' PM の排出)を検討した。更に、それぞれの環境負荷を可視化する
ためのインベントリデータ推計の必要性を述べた。
第 4 章では、中国セメント産業のインベントリデータが整備されていないことやライフサイクノレ
アセスメントに関する先行研究の問題点を把握しながら、中国のセメント生産における 2000年~
2008年の全固と 2008年の行政区別の CO2、 S02、 NOx ' PM のセメント 1 トン当たりの排出量を
LCA 手法で推計したうえ、オランダライデン大学が開発した CML 手法でその総合的環境負荷の
影響評価を行った。更に、その結果を利用し、中国国内の地域比較と日本などの先進国との国際比
較も実施した。得られた主な結論は、以下の通りである。
(1)中国セメント産業からの CO2、 NOx' S02、 PM の排出原単位は2000年から 2008年にかなり
低下した。しかし、 EU や日本に比べて、依然として高いことがわかった。インベントリデー
タによると、 CO2排出原単位の最も高い新彊は、最も低い上海より 33%高く、 S02排出原単位
の最も高い重慶は、最も低い上海のおよそ 8 倍、 NOx 排出原単位の最も高い新彊は、最も低
い上海の 3 倍、 PM 排出原単位の最も高い青海は、最も低い上海のおよそ 18倍である。このこ
とから生産技術水準に大きな格差(各地域の原料前処理の NOx ' S02及び焼成工程の CO2、
NOx' S02、 PM の排出抑制技術の差)が存在することを明らかにした。
(2) 絶対排出量の視点からみれば、 CO2の排出量は2008年時点でおよそ 1 1.5億トンとなり急激に
増加し、極めて深刻な状況であった。それに対して、 S02、 NOx ' PM の排出量は188万、 230万、
116万トンであり、横ぱいの状況であった。したがって、今後の中国セメント産業においては
CO2排出削減が最も重要であると考えられる。
(3) 全国レベノレでは、 2000年の最も大きな環境負荷は PM の排出であり、 2 番目は CO2の排出
であった。 2008年も同様であり、 PM と CO2の排出が主な環境負荷であった。ただし、 CO2 と
PM の差は2000年より縮まり、ほぼ同じであった。その傾向をみれば、今後 CO2の環境負荷が
最も大きくなる可能性が高い。地域レベノレでは、北京、河北、吉林、江蘇、斯江、河南、海南、
チベット、天津、山東、湖北、四川、寧夏、広東、雲南、上海の16行政区の主要な環境負荷は
CO2の排出であり、その他の15行政区は PM の排出である。とりわけ、酸性雨と S02コントロー
ノレ区域では、その大部分が国家基準を満たしており、中国環境政策が有効であると考えられる。
99 
また、今後も新たに CO2コントローノレ区域を追加決定すれば、省エネノレギーや混合材利用など
の技術開発と共に全国レベノレで、の CO2排出削減を更に促進できると期待される。
(4) 環境総合指標の大きい順から挙げると、上位10行政区は青海、湖南、重慶、新彊、広西、貴
州、江西、黒龍江、山西、甘粛となり、これらの地域では、 CO2のみならず、 PM、 S02、 NOx
の排出原単位も低下させる事が重要であり、この観点からセメント産業の環境負荷低減に向け
た政策と技術対策は喫緊の課題である。
また、第 4 章では、中国セメント産業における主な環境負荷の中で、 CO2の環境負荷が最も大き
いことを明らかにした。その結果を踏まえて、中国のセメント産業における CO2排出削減の課題を
検討する前に、中国全体の温室効果ガスの排出現状を把握する必要があると考えた。そこで、第 5
章では、世界と中国全体の時系列による温室効果ガス排出量の推移と問題点を把握しながら、最初
に、現在の中国の省エネノレギーに関わる環境政策と対策を調査し、次いで、地球温暖化対策に関わ
る政策などの課題を検討した。最後に、第 4 章において試算したインベントリデータに基づき、中
国セメント産業のエネルギー消費及び CO2の課題を議論した。
第 6 章では、世界の最も先進的な省エネノレギー水準を達成した日本のセメント産業の地球温暖化
対策と技術を述べたうえ、中国セメント産業と日本の技術水準を比較し、その技術の格差を明らか
にした。また、日本セメント産業の主な CO2削減技術である廃熱回収発電、代替原料、代替燃料、
混合材の使用量増加などの技術の原理を述べた。最後に、それぞれの技術を利用するケースについ
て、現状の中国生産ライン規模別の CO2排出削減ポテンシヤノレを試算した。
第 7 章では、中国における CDM について、 CDM プロジェクト発展の状況を中心に概括する。
最初に、 CDM の概念と特質を述べ、次いで、中国における CDM 政策と CDM 管理体制について
紹介した。最後に、収集したデータに基づき、風力、水力、バイオマスの発電プロジ、ェクトに過度
に集中している中国 CDM プロジェクトの問題点を明らかにし、今後セメント産業に関わる CDM
プロジ、ェクトのような省エネノレギー技術移転プロジ、ェクトの開発は、中国 CDM 事業の新しい切り
口となるであろうことを提言した。
第 8 章では、今後の中国セメント産業の効果的な CO2削減戦略のあり方を提言するために、最初
に、中国セメント産業に関わる CDM の発展現状及び課題を明らかにした。次いで、 CDM 事業に
よる中国セメント業における CO2削減効果を評価したうえ、その有効性を解析・検証した。最後に、
その解析結果を利用して、 CDM より更に有効な対策を提案した。主な結論を以下のようにまとめ
た。
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1 )企業レベルにおける CDM 事業の問題点について
[廃熱回収発電]
①中国の水力、原子力発電の規模の拡大、火力発電の省エネノレギ一対策により、中国全体及び各
地域の電力グリッドの CO2排出原単位が低下している。そのため、中国セメント産業の廃熱回
収発電 CDM プロジェクトが取得できるクレジットは年々大幅に減少し、それとともに、
CDM からの収益が低下する。
②中国における廃熱回収発電技術はすでに普及しており、中国のセメント業者は、 CDM を行わ
ない場合、 CO2の排出を削減する障壁について、追加性を証明できない。
③先進国の多くの企業は、金融危機の影響で深刻な不況に陥っている。そのため、エネルギーや
温室効果ガス排出削減の需要が減少している。その結果、二酸化炭素の排出権取引のニーズが
減少している。また、 CDM の買い手は、事前に高いプロジ、ェクトの開発コストを支払う必要
があり、①と②の理由で、登録成功率の低い廃熱回収発電 CDM プロジ、ェクトを実施するのは
ますます難しくなる。
④中国の指定国家機関 (DNA) による承認から国連 CDM 理事会が CER を発行するまでの、登
録のために必要な期間が12カ月以下のプロジェクトはすべて2007年以前に中国 DNA に承認さ
れたプロジ、ェクトであった。上記の①、②、③の理由で、 2008年以降に中国 DNA に承認され
たプロジェクトはわずか 8 件に過ぎなく、しかも登録に要した期間は25~36カ月であった。
2009年以降に中国 DNA に承認されたプロジェクトで、国連 CDM 理事会に登録されたものは
な L、。廃熱回収発電プロジェクトの開発サイクノレは極めて長く、また、近年においては国連
CDM 理事会で承認される可能性も低いため、このタイプのプロジェクトは、中国セメント業
者にとって魅力的ではない。
⑤本技術はセメント焼成用竪窯には対応せず、一日当たり 2.500 トン以上の生産ラインを有する
大企業の設備で実施される。 CDM の高い開発コストとリスクの存在により、中国の 4 分の 3
を占める中小企業が CDM プロジェクトを利用することは、ほぼ不可能である。
[代替原料]
現在の中国セメント業の原料代替分野の CDM はすべて大規模工場から排出されるカノレシワム
カーバイド残誼 (CCR) を利用したプロジ、ェクトであるが、たとえすべての CCR を利用するとし
ても、その排出削減量は限られる。また、 CCR の量の問題だけではなく、利益の増大を計るため
には、代替原料の輸送によるリーケージの問題も考慮しなければならない。したがって、中国の
CCR 利用の CDM プロジェクトを実施したセメント工場は、すべて CCR を副生するポリ塩化ピニ
ノレ (PVC) 工場に隣接しており、コンベヤやパイプラインで CCR がセメント工場に輸送される。
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つまり、このタイプの CDM プロジェクトでは、リーケージを最小限に抑えるために、 CCR を利
用するセメント工場を PVC 工場の近くに建てなければならない。利用可能な原料の量的及び地理
的な制限のため、このタイプの CDM プロジェクトは魅力的ではないと考えられる。
[代替燃料]
この有望な技術を中国で推進・活用しようとすると技術的な壁に直面する。つまり、現在の中国
の都市廃棄物 (MSW) がきちんと分類、管理されていないことである。ごみがきちんと分類、管
理されていない中国では、廃棄物に多くの生ごみが含まれ質が悪いため、セメントキノレンでの焼却
に適用できる廃棄物はほぼ存在していない。これらの廃棄物を利用可能な形に加工するには、技術
とそのための資金が必要である。したがって、代替燃料 CDM フロジェクトは、中国セメント業者
にとって魅力的ではない。
[混合材の増加]
中国のコンクリート基準に従い、中国市場で流通するセメントは低強度用のものであり、先進国
より多くの混合材が添加されている。混合材増加 CDM プロジェクトを開発する際に、このプロ
ジ、ェクトの追加性の証明や技術バリアに関する分析 (CDM を実施しない場合、①混合材の比率が
向上できない、②この技術を普及させるためのインフラの欠如、③社会的バリア、例えば金融的支
援システムの欠如)及び市場受容性のバリアに関する分析(①混合材比率が高い混合セメントは品
質が劣っている、②消費者の混合セメント利用に対する認識の不足、③ CDM プロジ、ェクトが認証
されない場合、プロジ、ェクト参加者はこの削減ポテンシヤノレを算出し、 CDM 理事会に承認される
ようにバリアを証明しなければならない)はほぼ不可能である。
2 )固レベルにおける CDM 事業の問題点について
①先進国の技術を利用することコストは、中国国内の技術より高いため、現在の中国セメント産
業の CDM プロジェクトが技術移転に関わることはほとんどない。したがって、中国のセメン
ト産業においては、 CDM による技術移転のメリットが発生せず、中国のセメント生産技術の
向上に役目を果たさない。
②試算によれば、 2010年の中国セメント産業の COz排出削減ポテンシヤノレはおよそ 3.35億トン
COz 'こ達した。その後、技術進歩や生産集約大規模化により、 2020年のポテンシヤノレは2.38億
トンに下がるが、依然として大きな削減ポテンシヤノレである。また、現時点で承認された
CDM プロジェクトによる COz削減量は、 201O~2020年の問、各年の COz排出削減ポテンシャ
ノレの0.2 1 ~1.33% しか実現できない。つまり、 CDM プロジェクトは中国セメント産業全体の
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COz削減に貢献することができなし、。したがって、今後、更に効率的に COzを削減するために
は、 CDM に過度に依存するべきでなく、より明確な削減目標と提案が必要である。
③中国セメント種別の試算によると、中国の市場で主に需要があるとされる 32.5クラスのセメン
トの CDM による認証排出削減量 (CER) は最も小きいため、追加性が足りないことが証明さ
れた。したがって、このタイプのセメント(中国全体の70%) を主に生産する中国は、 CDM
プロジ、ェクトが進んでいない。
3 )中国のセメン卜産業の発展と政策上の問題点、及び将来の妥当な CO2}!f!J減目標
第 1 約束期間以降の中国セメント産業は、 COzをより効果的に削減するために、 CDM の不足を
補完するセクター別アプローチが必要である。セクター別アプローチに基づき、主要な産業セク
ター別の原単位目標を設定することによって、削減政策と対策のあり方を見出すことができる。現
行京都議定書のような過去の一時点(基準年)からの削減幅を設定するのではなく、将来のある時
点までに達成するセクター別の(エネルギー消費あるいは COz排出)原単位を目標に設定すること
が有効である。本章では、この問題を解決するために、中国全体及びチベットを除く 30行政区別に
おけるセメント産業の2020年の COz削減ポテンシヤノレ及びセメント 1 トン当たりの COz削減ポテ
ンシヤノレを解析し、それぞれの削減目標を提案した。また、中国全体のセメント産業は、 2020年に
セメント 1 トン当たりの COz削減ポテンシヤノレカ~0.15tCOz/t-cement になり、総 COz削減ポテンシヤ
ノレは2.38億トンになるという結果が得られた。第 1 約束期間以降でも、 CDM が存在する可能性は
あるが、今後、先進国と途上国は技術重視を基本戦略とするべきであるため、特に途上国にとって、
技術ベースのボトムアップ方式とするセクター別アプローチのような手法は重要であると考えられ
る。今後中国政府はセクター別アプローチを活用するべきであり、本章で推計した結果は、中国セ
メント政策の決定者にセメント産業の将来 COz原単位の目標設定に参考値を提供するものである。
第 9 章では、本論文を締め括るにあたり、これまで各章で明らかにしてきたことを整理した。最
後に、今後の中国セメント産業の温暖化抑制戦略の方向性と望ましい低炭素発展モデルの構築を検
討した。中国では、統ーされた温室効果ガス評価基準がなく、データベースも整備されていない。
つまり、信頼できるデータ収集と技術評価のバウンダリ設定に関する問題が存在している。セク
ター別アプローチにおいて、最重要課題に関し目標設定や技術選定のための評価基準として利用で
きるデータがあるかどうかである。また、たとえ入手できたとしてもデータの整合性や信頼性の問
題が常に付いて回る。中国のデータの質は低く、例えばセメント部門の利用可能なデータは限定さ
れ，更に、詳細なカテゴリに分かれてない。今後の中国のセメント産業は、 COzを効果的に削減す
るために、第 1 ステッブでは、そのデータベースを整備しなければならない。データベースや温室
効果ガスの算定基準を開発することで、適切なベンチマークの設定が可能になる。更に、園、地域、
? ???
企業レベノレの目標を明確化でき、セクター別アプローチは実施可能であろう。また、地域別排出削
減基準や企業レベノレの CO2排出量評価と削減目標の達成は順調に進むと考えられる。最後に、地方
政府や各企業は、それぞれの環境意識の向上によって、 CO2の削減を達成できるであろう。
次に、このモデルのもう一本の経路は、産業構造の調整による。第 6 章の最後の部分に分析した
ように、中国セメント産業の大規模化は、大きな削減ポテンシャノレを実現できる。 NSP (New 
Suspension Preheater) セメントの生産量の向上や企業の大規模化によって、削減技術の普及化を
達成できると考えられる。それぞれの技術をみると、廃熱回収発電の場合、プロジ、ェクト開発の税
金の低減や、国際技術と国内技術の普及を通じて、廃熱回収発電技術は中国セメント産業の CO2の
削減に寄与できる。代替原料の場合、原料の輸送によるリーケージやコストを削減するため、 PVC
などの原料を提供することができるように工場周辺に大型セメント工場新設する必要がある。混合
材添加の場合、長寿命の建築物を造るために、セメントの質の保証を前提として、適切なセメント
混合比率を定める。代替燃料の場合、セメント産業へ質の良い燃料を提供できるように、中国政府
は、現在の廃棄物政策の見直しを行わなければならない。つまりごみを分別することによって、発
熱量が高く、利用コストも削減できる廃棄物の利用は可能であろう。この代替燃料によって化石燃
料を節約することができると同時に、 CO2 も削減できる。更に、廃棄物処分場との連携を高めるこ
とにより、削減効果が一層向上される。最後に、以上のような削減技術以外にも、先進国と途上国
は連携して、より効果的な新技術を開発する必要がある。それぞれの方法を利用するならば、将来、
中国セメントの CO2原単位は低下し、最終的な CO2自Ij減目標が達成されるであろう。
最後の一本の経路とは、コンクリート品質の向上やライフスタイルの転換によってセメントの需
要量を低下させることである。この需要量の低下によって生産量が減少するため、これもまた、一
つの有効な方策である。
つまり、意識の向上、 CO2原単位の削減、セメント需要量の低下等の目標が達成されれば、今後
の中国セメント産業において CO2排出を大幅に削減させることは夢ではないであろう。今後、短期
的ではなく、中・長期的に地域間の CO2排出原単位の削減やセメント需要量を抑制するために、中
国のセメント産業の政策が目指す方向に注目すべきであろう。
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l. 序章研究背景、目的、方法
よ1-
2 . 中国セメント産業における生産方法と発展現状
よ1-
3 . 中国セメント業に関わる環境問題
エネノレギー消費、廃棄物利用の現状、大気に対する環境影響 (C02 、 S02 、 NOx 、 PM)
よ1-
4. LCA に基づく中国における地域別のセメント産業の環境負荷の定量化と影響評価
- 計算方法とデータの収集 ・ 整備 ・ 2000~2008年の中国全体の環境負荷原単位の推計 (LCA)
・ 2008 年の 31 行政区の環境負荷原単位の推計 ・ CML 法による影響評価と地域比較
ι 且
7. 中国におけるCDM事業の
5. 中国に 6. 中国セメント業のCO2 発展と課題
おける温室 排出削減ポテンシャルの評 -中国における CDM政策と CDM
効零ガスの 価と技術方法 管理体制
排出現状及 - 日本と中国の技術現状 中国における類別の CDM
び削減政策 - 方法別の削減可能性の評価 事業の発展現状と課題
- 削減技術効果の比較
8. CDM 事業による中国セメン ト 業における CO2 削減効果の評価と課題
・ 代替燃料，代替原料，混合材添加，廃熱発電の 4 つの方法論 CDM の政策障壁の分析
. シナリオベース分析結果による追加性の分析
- セクター別アプローチの必要性
- 技術移転をもたらさない CDM
・ 中国全体及び行政区別の 2020 年の CO2 削減ポテンシャルと削減 目標の提案
・ 分析結果をまとめて，中国企業に対する CDM の魅力でない要因分析
よ1-
9 . 各章の結論のまとめ、今立の中国セメ 込ト産業温暖it:-，抑制
戦略の方向と望ましい低炭素発展モデ、ノレ抗毒築に関す名提案
図 1 本論文各章の構成
戸hdハU
論文審査の結果の要旨
中国セメント産業の環境負荷削減の可能性に着目しながら、同産業における京都議定書クリーン
開発メカニズム (CDM) 事業の発展の現状と問題点を評価したうえ、今後、同産業による温暖化
抑制戦略の方向性を提示することが本論文の目的である。
セメント生産の際には、製造エネノレギー消費及び、製造工程に伴う化学反応によって COzが排出さ
れる。中国でのセメント生産は世界の 5 割を占めており、それに伴う COzの排出は中国全体の排出
量の20% も占めている。筆者は、以上の課題を念頭におき、ライフサイクノレアセスメント (LCA)
手法を用いて、(1)中国セメント産業の国レベル及び地域レベノレの環境負荷排出原単位 (COz 、
NOx' SOz及び、粒子状物質 (PM) )を推計し、さらに環境影響評価を行った。また、 (2) 政策的・
技術的・体制的な面から、中国セメント産業における企業レベルと国レベノレの CDM 事業の発展現
状と問題点を評価した。この 2 点は、本研究の新規性と認められる。
本論文は、中国のセメント生産による環境負荷を推計した結果から、(1)中国のセメント生産に
よる環境負荷が、 EU や日本に比べて、高く、地域別の生産技術水準に大きな格差が存在すること
を明らかにした。 (2) CDM 事業の問題分析のために、中国のセメント産業における COz排出削減
の課題を検討した。 CDM 事業の問題点については、特に①廃熱回収発電において、中国全体及び
各地域の電力グリッドの COz排出原単位を検討しながら、 CDM プロジェクトの収益、及び追加性
の問題を分析した。②廃棄物利用分野において、利用可能な代替原料の量的及び地理的な制限、廃
棄物が代替燃料として利用される際の問題点、混合材の増加の追加性問題などを定量的に分析し
た。最後に、筆者は、これらの分析の結果を踏まえて、中国のデータベースの整備や適切なベンチ
マークの開発、産業構造の調整、建築物の長寿命化、現在の廃棄物政策の見直しなど様々な面から、
今後の中国セメント産業の温暖化抑制戦略の方向性及び低炭素産業発展のあり方を検討した。
なお、本論文の執筆者の研究論文は、エネノレギー・資源学会、日本 LCA 学会、日本建築学会な
どの工学分野を中心とする学会誌に掲載された。これらの研究成果は、今後の中国セメント産業の
低炭素化管理政策の新たな方向性を提示すると認められる。本論文の内容は、その執筆者が自立し
た研究活動を行うに必要な高度な研究能力と学識を有することを示すものである。よって、本論文
は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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